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既設丸山ダム下流に嵩上げしたダムを建設することで、機能アップを図る新丸山ダム建

設事業が今年度より本体工事に着手する。本体工事が開始されると丸山ダム下流の掘削や

下流面に新丸山ダムが上座するなど状態が変化する。これらの状態変化に伴う丸山ダムの

計測データの変化について予測を行い、その結果からダム管理に及ぼす影響を検討のうえ、

各管理項目の基準値（案）及び今後さらに検討が必要となる項目について報告する。 
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１． 丸山ダムの概要 

 

 (1) 丸山ダムについて 

 丸山ダムは、全長229㎞の木曽川の河口より約90㎞上

流に位置する重力式コンクリートダムである。「洪水調

節」と「発電」の機能を持ち、関西電力と共同管理を

行っている。昭和29年にダム本体が完成、運用がされて

から今年で66年目を迎える。 

 

 (2) 新丸山ダム建設事業 

 既設の丸山ダム下流側47.5mの地点に20.2m嵩上げされ

る新たなダムを建設するダム再生事業、すなわち新丸山

ダム建設事業が、いよいよ今年度より本体工事に着手す

る。(図-1) 

 新丸山ダムの建設は、現丸山ダムの「洪水調節」と

「発電」の機能は維持したまま行われる。嵩上げ規模や

ダムの機能を維持しつつかつ一部重なる工法というは、

国内ではあまり前例のない事業である。 

 

 

図-1 新丸山ダム断面図 

２． 本体工事中の維持管理項目 

 

 今後、新丸山ダム本体工事の開始に伴い、建設するダ

ム下流の掘削や現堤体に新丸山ダムが上座するなど、現

丸山ダムの状態は日々変化することが予想され、ダム管

理としても、前例のない変化への備えとして、工事の影

響と計測しているデータの変化について把握し、評価し

ておくことが重要となる。 

 

 (1) 現状の堤体観測状況 

 丸山ダムにおいて、運用開始以降より計測をしている

項目及びそれらの内容は、表-1に示すとおりである。全

体の漏水量は100L/min程度、プラムラインによる堤体変

位量は、4BL：最大4mm、8BL：最大7mm、揚圧力は建設当

時より増加傾向にあるが、いずれも近年は変動も少な

く、概ね安定傾向にある。 

 

表-1 丸山ダムの堤体観測項目 
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３．  本体工事に伴う丸山ダムの状況変化の推定 

 

 新丸山ダム建設の施工計画より、代表工種をピック

アップし、各工種施工中の現丸山ダムの状態を推定。 

表-1の計測項目について、施工段階に応じた影響及び変

化を予測する。 

 本検討では下記4つの段階について、施工中におけ

る、計測データの変化予測を実施した。 

 

a) 現状の運用時 

b) 河床部の掘削時 

c) 堤体コンクリート打設時 

d) 基礎処理工（カーテングラウチング） 

 

 (1) 揚圧力の影響 

 揚圧力の影響予測は、観測点数も多く、実測値が得ら

れる9BLに作用する揚圧力分布(図-2)について、段階毎

に評価を行った。 

a) 現状の運用時 

図-3のとおり、実測値から上流側は最大で貯水位の

60％(現計測値より設定)、下流側は下流水位相当が作用

すると推定。 

b) 河床部の掘削時 

 図-4のとおり、河床部の掘削により下流水位が低下す

るため、現状運用時よりも作用する揚圧力は低下すると

推定。 

c) 堤体コンクリート打設時 

 施工段階に応じて作用する揚圧力は変化するが、新旧

堤体、減勢工、副ダムが一体化した構造物に作用する揚

圧力を考慮すると、図-5のとおり、現状運用時よりも大

きな揚圧力が作用すると推定される。 

d) 基礎処理工（カーテングラウチング） 

 図-6から、上流側の貯水位60％相当の圧力が河床部の

カーテングラウチング部分まで作用することが予想さ

れ、これにより現状運用時よりも大きな揚圧力が作用す

ると推定される。 

 

 

図-2 丸山ダム揚圧力算出断面 

 

 

 

図-3 現状の丸山ダム運用時の揚圧力分布 

 

 

 

図-4 河床掘削時の丸山ダムの揚圧力分布 

 

 

 

図-5 コンクリート打設時の丸山ダムの揚圧力分布 

 

 

 

図-6 カーテングラウチング施工時の丸山ダムの揚圧力分布 
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 (1)-1 安定計算 

上記の実測値に基づく代表工種の揚圧力分布より、掘

削時の発破工による振動の影響を考慮し、堤体の滑動お

よび転倒の危険性について把握するため安定計算を実施

した。結果は表-2のとおりである。 

現状の上流揚圧力60％相当においては安定性に問題は

ないという結果となった。 

その他、発破工による揚圧力の上昇を想定した検討を

行った結果、転倒については、上流揚圧力係数80％・地

震時の状態で安定性を損なうという結果となった。ま

た、その他の条件においても危険状態と判定されるケー

スがあることから、揚圧力の変動や発破工の影響有無を

早期に把握するための措置をとることが望ましいと考え

る。 

 

(1)-2 1打設リフトを考慮した安定性検討 

 コンクリート打設時には、図-7～9に示すとおり掘削

後～堤体打設当初の段階において、最大で25mまでは新

旧堤体の接合面に引張応力が作用すると推定されてい

る。安定計算結果によると許容範囲内の数値ではある

が、クラック発生が懸念されることから、施工時におい

ても変状有無の確認頻度を増やす等の対応が望ましいと

考えられる。 

 

 

図-7 打設リフトを考慮した安定計算の概要図 

 

 
図-8 下流端に引張応力が作用する条件の概要図 

 

 

図-9 打設当初における留意点 

表-2 上流揚圧力係数35％～100％の安定計算結果 

(  ：引張応力の発生) 
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(2) 堤体変位の影響 

 堤体変位の影響予測は、b)河床部の掘削時及び、c)堤

体コンクリート打設時について挙動の確認を行った。 

 図-10よりいずれも、基礎掘削による応力の開放、上

座するコンクリート重量により下流側へ変位する可能性

があると推定した。 

 また、新丸山ダムが上座するブロックと上座しないブ

ロックが発生するため、そのブロック間における変位の

計測も今後必要となる可能性がある。 

(3) 漏水量の影響 

 漏水量については、図-11より過年度の検討業務の中

で、貯水池からの漏水（継ぎ目からの漏水）が主である

（基礎排水孔から漏水を抜く構造になっていない）こと

が報告されており、堤体コンクリート打設時や基礎処理

工施工時における地下水の変化が与える影響はほとんど

ないと推測している。 

 

４．  本体工事施工中の管理基準値（案）の設定 

 

 (1) 揚圧力の管理基準値（案） 

 表-2の安定計算結果より、揚圧力の管理基準値は、実

測の貯水位60％相当より、それ以上の係数が継続的に観

測された場合は、ダム本体に異常が発生している恐れが

ある可能性を示しているとして、60％と設定した。ま

た、安定計算結果から推測された不安定化する条件及び

必要な対応は、表-3に示すとおり。各施工段階におい

て、丸山ダムが不安定化する上流揚圧力係数の基準値を

超過した場合には、工事の中断または中止の対応を提案

したい。 

 

 

図-10 新丸山ダム工事中の推定される丸山ダム堤体挙動概要 

  (上段：河床部掘削時、下段：コンクリート打設時) 

 

 
図-11 12BL継目排水孔の漏水状況 

(出典：H26丸山ダム総合点検) 

表-3 丸山ダムが不安定化する上流揚圧力係数の基準値（案） 
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(2) 堤体変位の管理基準値（案） 

 図-12は、全国の堤高の異なる重力式コンクリートダ

ムの試験湛水時の事例をもとに、貯水位と堤体変位の

「実績」と「管理基準値」の関係をまとめたものであ

る。丸山ダムと同等サイズの堤高100mクラスにおいて

は、最大変位15mmを示した段階で警戒体制に移行すると

いう基準を設けているダムが多いことから、15mmを管理

基準値（案）として、現状の変位を含めて今後10mm程度

増加するような事態が生じた場合には、留意すべき状態

と判定することとした。 

各施工段階においては、図-13より時間的変化に着目

し、急激な変形量の増大の有無によって安全状態を判断

することとした。 

これまで、丸山ダムの場合は発電容量を常時確保して

いるため、平常時の貯水位はほぼ一定に保たれており、

堤体変位の変化は貯水位の影響をほとんど受けないと推

定されていた。 

今年度締結された木曽川水系治水協定※１により、事前

放流が実施された場合、貯水位は最高で常時満水位より

約5m低下し、洪水調節操作から異常洪水時防災操作開始

水位まで上昇した場合は、10m以上の水位変化が生じる

可能性も考えられるため、緊急時においても計測データ

の変化を注視しながら、堤体変位に与える影響について

今後確認が必要となる可能性がある。 

 

(3) 漏水量の管理基準値（案） 

 漏水量の管理基準値は、表-4のとおりとし、現状の安

定している計測値である全体100L/min（左岸9BL三角

堰）を超えてさらに増加する場合または、H26の総合点

検において、全体量の8割を占める12BLの継目排水孔と

基礎排水孔の漏水量が80L/minを超えてさらに増加傾向

にある場合を留意すべき状態であるかの判断基準とし

た。 

 工事の影響として、掘削時の発破振動によって遮水効

果が損傷した場合、貯水機能に影響を及ぼす可能性が考

えられるので、発生個所の早期発見に繋げるためにも観

測箇所や頻度を増やすなどの対応が望ましいと考える。 

 

 
図-12 ダム高と堤体変位の関係事例 

 

 

図-13 試験湛水時の堤体変位に対する判定方法 

 

 

表-4 漏水量の管理基準値（案） 
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５． 他事例から学ぶ嵩上げダム施工時の対策等 

 

 国内におけるコンクリートダムの嵩上げ事例として、

東北地方整備局の津軽ダム（直轄：青森県）より、既設

目屋ダムに与える影響評価について、施工方法及び施工

中の堤体挙動の計測手法とその結果から整理した。 

 

(1) 津軽ダムの概要 

 津軽ダムの諸量及び上流に位置する目屋ダムとの位置

関係については表-5、図-14のとおり。津軽ダムは目屋

ダムから60m下流側に隣り合うかたちで建設され図-15よ

り離隔距離は20～32m、新丸山ダムとは異なり上流の既

設ダムに上座はしていない。 

 

(2) 津軽ダム施工時における目屋ダムへの影響評価 

 津軽ダム施工時において、目屋ダム下流の掘削に伴う

発破振動が、基礎岩盤に与える影響から目屋ダムに生じ

るリスクについて評価を行っている。 

理論式より得られた許容振動速度2kineを管理基準値

として設定。なお、当工事においては1.6kine以下に制

御することを目安に、現場条件にあった定数Ｋへと見直

しを行うことで、制御発破計画として離隔距離区分によ

り火薬量を設定(発破方法を策定)している。(表-6) 

 発破地点から目屋ダムまでの距離と振動速度の関係は

反比例する傾向があり、最大値は1.4kine程度であっ

た。 

 

(3) 津軽ダム掘削中の挙動計測結果  

 発破振動速度は管理基準値2.0kineを下回り、最大で

も1.4kine程度であったこと、さらに目屋ダムの漏水

量、変位及び揚圧力の計測値は急増、漸増傾向は認めら

れず安定していること等から、発破振動による悪影響は

なかったものと評価されている。 

 

 
図-14 津軽ダム目屋ダム比較断面図 

６． まとめ 

 

 本体工事を間近に控え、丸山ダムにおいては今後下記

の事象が懸念されている。 

 

a) 揚圧力の上昇 

b) 堤体変位に伴うクラックの発生 

c) 発破振動による水みちの形成、それに伴う漏水量の

増大 

 

これらの異常状態について早期に発見するためには、

観測の「設備」及び「頻度」を増やすなど、管理体制の

強化が必要になってくると考えられる。丸山ダムにおい

てはどのように整備していくべきか、また、工事の進捗

状況に応じていつまで観測を続けることができるのか、

引き続き検討及び関係者との調整をはかる。 

 また、４．で設定した管理基準値（案）を超過した場

合の対応についても、工事の進捗との相関関係の有無に

ついての調査や、工事を中断した場合は再開可否の判断

基準の設定等について、新丸山ダム施工中～完成まで継

続して検討が必要である。 
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表-5 津軽ダム目屋ダム諸量 

(出典：東北地方整備局 岩木川ダム統合管理事務所HP) 

 

表-6 発破掘削施工区分 

図-15 目屋ダムからの離隔距離 


